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熊本市村上亜紀 

平成２８年熊本地震を体験して（２） 

前回、約 3 年前に前震から本震当日までの経験を寄稿させていただいたが、

今回は、本震後私が主に携わってきた仕事のことについて述べさせていただき

たいと思います。 

地震があった 2016 年、私は熊本市の開発景観課に所属していた。当時私は景

観行政を担当しており、新町・古町地区や川尻地区等歴史的な町並みが残る地区

での町並み保全等に関する業務を行っていた。 

熊本地震による建物の被害は甚大であった。熊本市の住家被害（り災証明交付

件数）は、2017 年 8 月現在で 13 万 4000 棟を超えている。その中でも歴史的建

造物は特に甚大な被害を受けた。 

熊本市で把握していた町屋を含む歴史的建造物のうち、地震で倒壊した建物

はほとんどなかったが、多くの建物が甚大な被害を受けた。建物が傾斜し、瓦が

ずれ、土壁が落ちた。建造物の所有者は、建物を修繕して維持していくべきか、

解体するか選択を迫られることとなる。相談しようと思っても、誰に相談してい

いかも分からない。ようやく対応してくれる建設会社を探し、見積もりを頼むと、

その金額は数千万円。被災した住家の所有者に対する支援は、修繕しようとした

場合、応急修理や災害支援金等で多くても 150 万円程度。国指定の文化財でも

ない限り特別な支援は見込めず、所有者は途方に暮れるのである。 

このように、当初公費での建造物に対する復旧支援はなかったが、本会のヘリ

テージマネージャー及び青年部会をはじめ、全国の建築士、文化財の専門家、学

識者などから調査等多くの支援があった。各種被害の調査結果等を踏まえ、復興

基金等による財源が確保されたのち、熊本県の文化財復旧復興基金や熊本市の

町並み復旧保存支援事業などの歴史的建造物に対する復旧支援制度が創設され

た。しかし、このような支援が創設される前に新町・古町地区にあった町屋約 350

棟のうち、約 100 棟程度が 1年間で解体された。現在は、約半数となり、町並み

は大きく変わってしまった。 

今振り返ってみると、一番大切なことは、どれだけ具体的に災害時のことを想

像し、普段から備えをしておくことだと感じている。当時は、大規模地震が起こ

ることが全く想像できていなかった。私自身、行政職員として、建築士としても

っと何かできることはなかったのか反省しつつ、今後何ができるのかをこれか

らも考えていきたい。 


